
事業群評価調書（令和２年度実施）
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(３)

①

基準年 H28 H29 H30 R元 R2

目標値① 20,000件以上 20,000件以上 20,000件以上 20,000件以上 20,000件以上

実績値② 19,323件
（H27の算出値)

20,555件 18,914件 18,776件 19,183件

達成率
②／①

100% 94% 93% 96%

H30実績 H30目標 H30実績

R元実績 R元目標 R元実績

R2計画 R2目標

20,000 18,776 93%

20,000 19,183 96%

20,000

2,300 2,081 104%

2,000 2,003 100%

2,000

95 97 102%

95 97 102%

95

数値目標なし 7 ―

数値目標なし 10 ―

数値目標なし

令和元年度事業の実施状況
（令和２年度新規・補正事業は事業内容）

○

食品等の検査件数
（件）

26,054 26,054 146,990

成果
指標

1

取組
項目
ⅰ
ⅱ

県内食品の安全性確
保事業 S22-

37,291 37,291 155,932
県内食品
関係営業
施設・給食
施設等（長
崎市・佐世
保市を除く）

　安全な食品の流通等を確保し、食品による健康
被害の発生を防止するために、食品衛生法に基
づき、県内食品取扱施設の監視指導を行うととも
に、流通食品の検査を実施し、基準に適合しない
食品を流通から排除することで食中毒発生防止
に寄与した。

生活衛生課

30,260 30,260 171,941 根拠法令 食品衛生法

基 本 戦 略 名 快適で安全・安心な暮らしをつくる 事 業 群 主 管 所 属 県民生活環境部生活衛生課

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

施 策 名 食品の安全・安心の確保と安全・安心な消費生活の実現 課 （ 室 ） 長 名 嘉村　敏徳

事 業 群 名 食品の安全性の確保 事業群関係課(室)

２．令和元年度取組実績（令和２年度新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

ⅰ）食品製造施設、飲食店等の監視・指導による食中毒等の健康被害の発生防止
ⅱ）流通している食品等の収去検査・モニタリング検査による基準に適合しない食品の排除
ⅲ）生産者へと畜検査データを還元し、家畜の疾病対策を支援

食品取扱施設の監視指導件数

20,000件以上
（毎年度）

進捗状況

遅れ

　食品営業施設の衛生管理の確認と製造又は販売されている食品等の検査や食肉の全頭検査を行うと
ともに、生産者へ検査データを還元し、健康で安全な家畜の生産を支援することにより、食中毒等の発生
防止に努め、食品の安全性の確保を図ります。

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

主な指標

所管課(室)名

令和元年度事業の成果等

事
業
群

食品衛生法に基づき、食中毒の発生状況、社会状況の変化や各保
健所の実情などを踏まえ長崎県食品衛生監視指導計画を毎年度策
定している。
本計画に従い、各保健所が効率的かつ効果的に監視指導を実施した
が、　「ＨＡＣＣＰ※に沿った衛生管理の制度化」への対応を早急に進
めるため、並行して、ワーク形式による実践的な講習会の開催に重点
を置いて取組を進めたことから、達成率は96％と目標には及ばなかっ
た。

※HACCP：原材料の受け入れから製品の製造・出荷に至るまでのす
べての工程において、危害が除去（あるいは安全な範囲まで低減）で
きるよう、手順を定め、記録を残すことによって、製品の安全性を担保
する衛生管理の手法。

　　　　　　　　　　指　標

活動
指標

監視指導件数（件）
●事業の成果
・食品等の検査件数は目標値を達成
し、成分規格適合率についても目標を
達成した。計画に基づく監視指導及び
HACCP取組指導による営業者における
自主衛生管理の推進の結果、食品の安
全性の確保は図られた。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・事業群の目標である監視指導件数に
ついては、HACCPに沿った衛生管理の
制度化を見据え平成29年度から取組を
始めたHACCP導入講習会を重点的に
進めたことから、目標を達成することは
できなかったが、通常の監視指導以上
の情報提供を行っており、監視と同等
以上の効果をあげられたものと考えて
いる。

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
達成率

成分規格適合率（％）

食中毒発生件数（件）

最終目標（年度） （進捗状況の分析）



数値目標なし 465272 ―

数値目標なし 464308 ―

数値目標なし

数値目標なし 459 ―

数値目標なし 558 ―

数値目標なし

60 140 233%

60 139 231%

60

100 100 100%

100 100 100%

100

ⅰ

ⅱ

ⅲ

流通している食品等の収去検査・モニタリング検査による基準に適合しない食品の排除

生産者へのと畜検査データ還元による家畜の疾病対策支援

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　計画的な検査の実施により、流通する食品の安全性が確認された。

●事業の成果
・昨年度に引き続きＨＡＣＣＰに基づく衛
生管理の制度化への対応のため、立入
指導回数を増加させたことにより、目標
を大きく上回った。

243

　検査を計画的に継続することにより、基準に適合しない食品を流通から排除するとともに改
善指導を行うことで、食品の安全確保に努める。

●実績の検証及び解決すべき課題

食品製造施設、飲食店等の監視・指導による食中毒等の健康被害の発生防止

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

●課題解決に向けた方向性

　食肉となる獣畜（牛・馬・豚・めん羊・山羊）について全頭検査を行い、食用不適な獣畜の肉・内臓等の全部又は一部廃
棄処分を行うことで、安全で衛生的な食肉の流通を図っている。その検査データを生産者に還元し、生産段階での衛生管
理、疾病予防対策に活用されることにより、健康な家畜が食用に供されることにつなげてきた。
　食肉となる食鳥についても同様に全羽検査を行い、食用不適な食鳥の肉・内臓等の全部又は一部廃棄処分を行うこと
で、安全で衛生的な食鳥肉の流通を図っている。なお、食鳥検査については、公益財団法人長崎県食鳥肉衛生協会に委
任し実施している。

　検査データの還元は、生産者から継続要望があるため、還元体制を継続する。
　今後、生産数の大規模化、疾病の変化などに素早く対応するため、協議会などを通じ新しい
情報の共有を行いデータ還元内容についても検討して行く。

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

　令和元年事業実施状況、食中毒の発生状況、社会状況の変化や各保健所の実情を踏まえて、令和２年度監視指導計
画を策定。昨年、県内で最も発生件数が多かったカンピロバクター食中毒の予防対策が課題であるとともに、食品衛生法
の改正により「HACCPに沿った衛生管理」がすべての食品等事業者に制度化されることから食品関連事業者への普及促
進についても対応する。

　カンピロバクター食中毒予防については、加熱用鶏肉を生や半生で提供するなど誤った認識
の営業者に対して、監視指導を徹底するとともに、消費者に対しても、そのリスクについて効果
的な啓発の手段を検討していく。
　また、「ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理」の未導入施設に対しては個別に立入指導を実施する。

取組
項目
ⅲ

3

と畜場等処理施設指
導監督事業 S28-

生活衛生課

2 S28-

30,240

426 426

成果
指標

施設基準適合率(％)
482 482 15,153

243 15,192 活動
指標

立入指導件数（件）

と畜場、死
亡獣畜取
扱場、化製
場等の施
設設置者

　と畜場、死亡獣畜取扱場、化製場、準用施設の
許認可及び立入指導を実施した。

根拠法令 と畜場法、化製場等に関する法律

生活衛生課

食肉衛生検査所運営
事業

●事業の成果
・検査を実施した牛7,395頭、馬12頭、豚
456,853頭、めん羊44頭のうち、食用不
適として全部廃棄された獣畜は、牛83
頭、豚475頭であった。
●事業群の目標（指標達成）への寄与
・法に基づくと畜検査により、食用に不
適な食肉が流通しないよう確実に排除
することで、食肉の安全性を確保するこ
とができた。

274,413

成果
指標

行政処分頭数（頭）
60,200 51,503 275,138

○34,506 33,599

食肉検査
申請者

　食肉衛生検査所の職員が、と畜場に出向き、食
肉となる獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊）の全頭
について、一頭毎にと畜検査を行い、必要に応じ
て精密検査を実施して、食用の可否を判定。食用
にできない獣畜の全部廃棄等の行政処分を行っ
た。

根拠法令 と畜場法

29,692 275,034
活動
指標

と畜検査頭数（頭）

15,113



事業構築の視点（令和２年度の新たな取組は「R２新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

県内食品の安全性確
保事業

注：「２．令和元年度取組実績」に記載している事業のうち、令和元年度終了事業、100%国庫事業などで県
の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設
評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

見直し区分

４．令和２年度見直し内容及び令和３年度実施に向けた方向性

事業
番号

取組
項目

令和２年度事業の実施にあたり見直した内容 令和３年度事業の実施に向けた方向性

　本事業は、「食品衛生法」に基づき、食品の製造・調理・加工及び販売の各段階における安全確保
を担っており、食品の安全確保のため、食品製造施設、飲食店等の監視・指導並びに流通している
食品等の検査を実施することで、基準に適合しない食品を流通から排除し、食中毒の発生を防止す
るものである。
令和3年度も前年度の事業実施状況、食中毒の発生状況等を踏まえて監視指導計画を策定し、事業
を実施する。

　食品衛生法の改正により「HACCPに沿った衛生管理」がす
べての食品等事業者に制度化されることとなったことから関連
事業者への普及促進についても重点事項として新設し、計画
的に監視指導、収去検査等を実施することとした。

取組
項目
ⅲ

―

事務事業名

所管課(室)名

生活衛生課

3

と畜場等処理施設指
導監督事業 ― ―

　食肉及び食鳥肉の検査方法は、「と畜場法施行令」「と畜場法施行規則」及び「食鳥処理の事業の
規制及び食鳥検査に関する法律施行規則」に規定されており、これに従い効率的に実施する。
　死亡した家畜・家きんが不正食肉として流通することを防止するため、農林部とも連携し、法関連施
設（と畜場、食鳥処理場、化製場、死亡獣畜取扱場）に対する指導等を継続する。安全で安心な食肉
を提供するため、今後とも必要な事業であることから、引き続き事業を継続する。

現状維持

生活衛生課

2

食肉衛生検査所運営
事業 ―

　「と畜場法」に基づき県が実施しなければならない事業である。食用に供する獣畜（牛、馬、豚、めん
羊、山羊）は一頭ごとに全て県職員である獣医師のと畜検査を行なわなければ食用にできない。本
事業は、食肉の安全性を確保するためには必要不可欠であることから、引き続き事業を継続する。

現状維持

生活衛生課

取組
項目
ⅰ
ⅱ

1 改善⑨


